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よ
う
な
一
般
法
人
が
参
入
し
て
い
る

の
で
あ
ろ
う
か
。

　

農
林
水
産
省
経
営
局
が
調
べ
た
１

７
１
２
法
人
の
内
訳
を
見
る
と
、
食

品
関
連
産
業
４
１
８（
24
％
）、農
業
・

畜
産
業
３
１
７
（
18
％
）、
建
設
業

１
９
２
（
11
％
）、
卸
売
・
小
売
業

85
（
５
％
）、
製
造
業
81
（
５
％
）、

教
育
・
医
療
・
福
祉
（
学
校
・
医
療
・

社
会
福
祉
法
人
）
65
（
４
％
）、
特

定
非
営
利
活
動
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
）
１

８
５
（
11
％
）、
サ
ー
ビ
ス
業
な
ど

そ
の
他
３
６
９
（
22
％
）
と
な
っ
て

い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
多
種
多
様
な
業
種
か

ら
農
業
へ
参
入
し
て
お
り
、
そ
の
背

景
や
目
的
も
さ
ま
ざ
ま
だ
。
参
入
す

る
企
業
は
大
き
く
分
け
て
３
タ
イ
プ

と
考
え
ら
れ
る
。

　

ま
ず
、
小
売
業
・
外
食
業
を
中
心

と
し
た
、
販
売
に
お
け
る
差
別
化
を

狙
う
企
業
で
あ
る
。

　

消
費
者
の
食
に
対
す
る
関
心
は
高

く
「
安
全
・
安
心
」「
新
鮮
」「
健
康
」

な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
価
値
を
求
め
て
い

る
。
そ
の
中
で
新
た
な
事
業
と
し
て

導
入
さ
れ
て
い
る
の
が
自
社
農
場
、

【企業の農業参入】

　

２
０
０
９
年
12
月
に
改
正
農
地
法

が
施
行
さ
れ
、
農
業
生
産
法
人
以
外

の
一
般
法
人
（
企
業
）
に
つ
い
て
も
、

新
規
参
入
の
規
制
が
大
幅
に
緩
和
さ

れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
賃
借
で
あ
れ

ば
、
農
地
の
適
正
利
用
な
ど
一
定
の

要
件
を
満
た
す
こ
と
で
、
全
国
ど
こ

で
も
参
入
可
能
と
な
っ
た
。

　

一
般
法
人
の
農
業
参
入
は
、
03
年

４
月
か
ら
法
改
正
が
あ
っ
た
09
年
12

月
ま
で
の
約
6
年
半
で
４
３
６
法
人 

。
こ
れ
が
改
正
後
の
09
年
12
月
か
ら

14
年
12
月
末
ま
で
の
約
５
年
で
１
７

１
２
法
人
へ
と
大
き
く
増
加
し
た
。

　

09
年
の
法
改
正
を
受
け
て
、
ど
の

一
部
出
資
を
含
む
契
約
栽
培
、
植
物

工
場
だ
。
Ｇ＊

　

Ａ
Ｐ
や
有
機
Ｊ
Ａ
Ｓ
の

基
準
に
則
っ
た
自
社
ブ
ラ
ン
ド
農
産

物
や
加
工
品
の
展
開
、
ト
レ
ー
サ
ビ

リ
テ
ィ
ー
の
確
保
、
農
場
直
送
・
自

社
物
流
に
よ
る
高
鮮
度
維
持
な
ど
さ

ま
ざ
ま
な
付
加
価
値
で
し
の
ぎ
を
削

っ
て
い
る
。

　

次
に
農
業
を
参
入
・
成
長
余
地
の

大
き
い
産
業
と
捉
え
て
い
る
企
業
で

あ
る
。
既
存
の
フ
ー
ド
シ
ス
テ
ム
の

非
効
率
や
陳
腐
化
が
指
摘
さ
れ
る
業

界
だ
か
ら
こ
そ
、情
報
通
信
技
術（
Ｉ

Ｃ
Ｔ
）
や
自
動
化
な
ど
に
よ
り
テ
コ

入
れ
で
き
る
部
分
が
多
い
に
あ
る
。

そ
こ
に
新
た
な
手
法
や
技
術
で
成
長

で
き
る
大
き
な
余
地
が
あ
る
と
み
て

い
る
。
産
直
な
ど
の
市
場
外
流
通
、

生
産
・
卸
・
小
売
ま
で
の
情
報
イ
ン

フ
ラ
整
備
、
鮮
度
保
持
に
効
果
的
な

資
機
材
の
導
入
な
ど
、
従
来
の
流
通

に
な
か
っ
た
も
の
を
各
社
が
提
供
し

て
い
る
。

　

そ
し
て
三
つ
目
は
、
農
業
を
ビ
ジ

ネ
ス
だ
け
の
視
点
で
な
く
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ

（
企
業
の
社
会
的
責
任
）
や
遊
休
資

産
の
有
効
活
用
と
位
置
付
け
て
い
る

企
業
だ
。
単
体
事
業
と
し
て
は
短
期

的
な
利
益
の
確
保
が
困
難
で
も
、
連

結
経
営
の
中
な
ら
ば
、
企
業
の
付
加

価
値
向
上
、
地
域
社
会
に
お
け
る
プ

レ
ゼ
ン
ス
向
上
を
目
的
と
し
た
事
業

展
開
が
可
能
と
な
る
。

　

日
本
の
農
業
は
、
従
事
者
の
高
齢

化
が
さ
ら
に
進
む
今
後
の
10
年
間

で
、
大
き
な
構
造
変
革
を
迫
ら
れ
る
。

１
９
４
７
年
に
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
指
揮
の

下
、
日
本
政
府
に
よ
っ
て
行
わ
れ
た

農
地
解
放
に
よ
っ
て
、
約
４
８
０
万

人
に
上
る
自
作
農
家
が
誕
生
し
、
戦

後
70
年
間
の
日
本
農
業
は
、
か
か
る

個
人
営
農
者
に
よ
っ
て
形
づ
く
ら
れ

て
き
た
。

　

し
か
し
今
後
、
農
業
が
食
糧
生
産

基
盤
産
業
と
し
て
永
続
す
る
に
は
、

機
能
的
な
事
業
展
開
が
で
き
る
法
人

（
企
業
）
と
の
連
携
は
不
可
欠
な
状

況
に
あ
る
。
企
業
に
よ
る
農
業
参
入

環
境
を
整
え
、
企
業
と
農
業
の
歩
み

寄
り
を
促
進
す
る
流
れ
は
拡
大
し
て

い
く
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
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ＧＡＰ：Good Agricultural Practice（適正農業規範）


